
（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、29年4月1日現在の人数である。

98.6（98.6） 98.5（98.5） 98.5（98.5）
98.7（98.7） 99.1（99.1） 99.1（99.1） 99.1（99.1）

団体
米沢市

類似団体平均
全国市平均

平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年

92.4（92.4） 93.6（93.6） 96.7（96.7） 99.5（99.5）
98.5（98.5）

米沢市の給与・定員管理等について

３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を
含んでいない。

区分
住民基本台帳人口

（平成30年1月1日）
歳出額 実質収支 人件費A B

人件費率

B/A

（参考）
28度の

人件費率

区分

29

年

職員数

千円 千円人

481 1,767,521 303,027 676,130 2,746,678 5,710

１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

5,887

千円 千円

一人当た
りの給与

費

B
/
A

類似団体平
均一人当た
り給与費

２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数と
は、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手
当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域
手当支給率）により算出。）

３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したも
のである。

※　30年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②3年連続で
上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

給与の独自削減が終了したため。

給与費

4,236,579 10.7 10.8
29

年

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

千円 千円 ％ ％千円人

81,847 39,661,166 1,298,823

(3) ラスパイレス指数の状況

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた
め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）
適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

A 給料 職員手当 期末勤勉 計 B

千円 千円

90

95

100

105

米沢市 類似団体平均 全国市平均

平成２７年

平成２８年

平成２９年

平成３０年



0.10

円 円

較差 A-B
勧告

（改定率）
B

給与改定率

年度

民間の
支給割合 A

公務員の
支給月数 B 較差 A-B

勧告
（改定月数）

29 月 月

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支
給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

(5)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し　【　　　実施　　　・　　　未実施　　　】

実施内容（平均引き下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合
には、その理由）

（給料表の改定実施時期）平成２９年４月１日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ引上げ。
他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

(4)　給与改定の状況

①月例給

人事委員会の勧告

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比
較した平均給与月額である。

人事委員会の勧告

①特別給（期末・勤勉手当）

月 月 月

％

375,406 375,026 380 0.10

国の改定
率

円

4.40

0.15

区分

29

年度

民間給与 A 公務員給与

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

③その他の見直し内容

(6)特記事項

％ ％

国の年間
支給月数

月

4.19 4.10 0.09 4.20 4.20

％0

0

区分 年間支給月数

(支給割合)　米沢市で一般行政職員への支給実績なし
（実施時期）　支給実績なし

％

平成２６年度
の支給割合

国の
支給割合

米沢市の
支給割合 ％ 0 ％ 0 ％

平成２７年度の支給割合

４月１日時点 遡及改定後

1

0

2

0

％

％

％

％

平成２８年度
の支給割合

平成２９年度
の支給割合

平成３０年度
の支給割合

3 ％ 3 ％ 3 ％

0



－ － －

円3,106,8005,450,704

323,066

439,500

注１　「平均給料月額」とは、平成30年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均であ
る。

注２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤
務手当等のすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員法給与実態調査において明ら
かにされているものである。また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同
じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

(2) 職員の初任給の状況（30年4月1日現在）

378,091

歳

歳

歳

円

46.5

－

495

328,637

類似団体

50.7

1.75円

349,950

円

円

44.7

49.5

年収ベース（試算値）の比較

433,666 円

円

－ 円

区分

米沢市

山形県

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

民間（D)

学校
調理師

区分

米沢市

山形県

国

円

2,553

29

336,500

286,817

306,797

-

-

340,474

356,000

440,727

※民間データは賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において
完全に一致しているものではない。
※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したもの
に、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当。民間においては年間賞与の額を加えた
試算値である。

③教育職

円

平均年齢
（歳）

職員数
（人）

米沢市

調理師

51.2

円44.6

円

438,327

－

41.9

－

－

321,971

37

2

平均給与月額
（国比較ベース）

1.49

-

-

49.8

円

A/B

44.7

402,020

394,300

②技能労務職

412,145

参考公務員 民間

区分

類似団体

その他
技能

労務職

円

円

333,058

330,885

530,783

C/D

39

平均年齢
（歳）

平均給与月
額

（円）　（B)

－

45.4 228,100

42.2

44.2

43.5

平均給料月
額

（円）

平均給与月
額

（円）　（A)

円

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

円

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（30年4月1日現在）

①一般行政職

区分

米沢市

平均年齢

歳

歳

歳

平均給与月額平均給料月額 平均給与月額
（国比較ベース）

歳 円

平均給与月
額

（国比較ベース）

対応する民間
の類似職種

320,459

339,421

325,364

円

円

円

調理師

－

390,470

424,600

-

384,959

350,738

368,000

410,940

41.8

円

円

公務員（C)

314,538 350,701

324,800

340,900

329,845

山形県

国

類似団体



円

技能労務職

課長補佐の職務

大学卒

322,285 円 345,260

324,800

－

６級

２級

％
418,500

７級

（注）１　米沢市区町村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

（注）２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

人
454,000

90

30

31

11
％

円

円

31.4

23.0

7.7

233,000

円

円

7.9

2.8 370,000

円

円

教育職
大学卒

高校卒

区分 米沢市 山形県

円

高校卒

高校卒

中学卒

円

－

－ 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（30年4月1日現在）

主事の職務

主任の職務

１級

％

％

％

％

144,700

円

円

円

円

課長の職務

43 310,100

64

部長の職務

３級

技能労務職
高校卒

中学卒

円 371,333

357,000

388,700

構成比 １号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

円

円

円
16.3

400,900

区分

人

標準的な職務内容 職員数

266,900

293,500

252,100

11.0

211,500

４級

５級

％人

人

人

人

人

123

－ 円

円－

円－

144,700 円

131,700

195,900

困難な業務を処理する課
長補佐の職務

係長の職務

円

円

円

円 円

204,000 円

158,600 円

円

－ 円 － 円 － 円

円

147,100

高校卒

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（30年4月1日現在）

経験年数３０年

412,087 円

243,257 円 333,061 円 354,593 円 386,819 円

経験年数２５年

円

(2) 職員の初任給の状況（30年4月1日現在）

大学卒 357,713 円 388,876 円

－ 円

円

290,648

179,200円
一般行政職

国

区分 経験年数１０年 経験年数２０年

一般行政職

182,100

149,300

144,500

136,500

円 円182,100

149,300



(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（30年4月1日現在）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

30年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

米沢市（H30）

国家公務員（H30)

国10級

国1級



米沢市

　ロ　人事評価を活用していない ○ ○

活用予定時期 未定 未定

管理職員 一般職員

活用している昇給区分
昇給可能な

区分
昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

活用予定時期 未定 未定

○ ○

山形県

管理職員

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

国

一般職員

標準の成績率のみ（一律）

(1) 期末手当・勤勉手当

(1.40)

月

(0.85)

－

月 1.80

勤勉手当

2.55 月 1.75 月

期末手当

月

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措
置

役職加算　5～20％
管理職加算　10～25％

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措
置

役職加算　5～20％
管理職加算　15～25％

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措
置

役職加算　5～15％

平成30年度中における運用

　イ　人事評価を活用している

勤勉手当

1.75 月

(0.85)

１人当たり平均支給額
（平成29年度）

千円

（平成２９年度支給割合）

期末手当

2.55

月

平成30年4月2日から平成31年4月1日までにおける運用

　イ　人事評価を活用している

千円

標準、下位の成績率

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

　ロ　人事評価を活用していない

月(1.40)

1,406 1,707

１人当たり平均支給額
（平成29年度）

１人当たり平均支給額
（平成29年度）

千円

（平成２９年度支給割合） （平成２９年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

月

月2.60

月 (1.45) 月(0.85)

活用している成績率
昇給可能な

成績率
昇給実績が
ある成績率

昇給可能な
成績率

昇給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率



月

月

米沢市

月

国

(2) 退職手当（30年4月1日現在）

勤続２５年

月

月

月

19.669500

28.039500

39.757500

24.586875

33.27075

47.70900 月

47.709000 月 47.70900 月

勤続３５年

最高限度額

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置　　2～45％加算

勤続２０年

47.70900

千円

月47.709000

（２～２０％加算）

千円636

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

手当の種類（手当数）

円

％

種

15,517

7.6

8
左記職員に対する

支給単価
支給実績

（29年度決算）

福祉訪問業務
支給対象業務に従事した職
員

著しく処遇困難な生活保護
世帯訪問調査等の業務

日額300円

特別天然記念物
保護業務

支給対象業務に従事した職
員 カモシカの保護措置等 日額1,000円

税等徴収業務 248.1 千円
支給対象業務に従事した職
員 市税等の徴収等外勤業務

日額300円

347.1

0 千円

支給実績（28年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

－

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算）

一人当たり平均支給額

勧奨・定年等

自己都合

21,767 千円

4,652

－ － －

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額である。

30 千円

(3) 地域手当（30年4月1日現在）

支給実績（平成29年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額
（平成29年度決算）

0千円

0円

千円

日額300円

防疫作業手当
支給対象業務に従事した職
員

感染症の患者の救護等の業
務

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方
公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地
域手当支給率）により算出。）

(4) 特殊勤務手当（30年4月1日現在）

支給実績（29年度決算）

応募・定年 自己都合 応募・定年

勤続２０年

勤続２５年

19.669500 月 24.586875 月

28.039500 月 33.27075 月

勤続３５年

月

月

手当の名称

危険手当
支給対象業務に従事した職
員 高所作業や危険が伴う業務 千円7.7

3.3 千円

47.70900

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置

災害応急作業等
手当

支給対象業務に従事した職
員

災害が発生した道路等の応
急作業

日額350～
600円

下水道マンホー
ル内作業手当

支給対象業務に従事した職
員

共用下水道マンホール内の
保守等

0 千円

0 千円

39.757500

支給率 自己都合

最高限度額

日額400円

日額200､300、550円

清掃業務
支給対象業務に従事した職
員 動物の死体処理等の業務 日額300円

主な支給対象業務主な支給対象職員

（注）　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（29年度決算）」と同じ年度の4月
1日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除
く。）であり、短時間勤務職員を含む。

(5) 時間外勤務手当

支給実績（29年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

千円156,716

318 千円

147,769 千円

293 千円



656,190

3,263

6,738

32,319

市区長村長
副市長村長

期
末
手
当

202

30,184

/ 350,000 円

20,022

62,756

退
職
手
当

575,000 円

522,000 円

算定
方法

909,000円*60/100*在職月数＝26,179千円　在任期間毎支給

760,000円*35/100*在職月数＝12,768千円　在任期間毎支給

/ 280,000 円

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。
　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤
めた場合における退職手当の見込額である。

備考 通勤手当及び寒冷地手当について、一般職の職員に準じて支給

千円 円

52,536 228,420

26,936 283,545

22,741 55,603

(6) その他の手当（30年4月1日現在）

千円 円

管理職員
特別勤務手当

1回につき3,000～12,750
円

同じ

909,000

760,000

円

円

扶養手当

配偶者6,500円、子10,000
円、それ以外はそれぞれ
6,500円。扶養親族である
子のうち満15歳に達する日
後の最初の4月1日から満
22歳に達する日以後の最
初の3月31日までは1人に
つき5,000円加算

同じ

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（29年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額（29年度決算）

通勤手当
住居から勤務公署まで2
ｋｍ以上の職員に支給

異なる

交通用具使
用の上限
が、24,500
円（本市は
28,300円）

住居手当 借家上限27,000円 同じ

千円 円

千円 円

報
酬

議長
副議長
議員

/ 300,000 円

千円 円

857,000

629,000 円

管理職手当
課長級51,900円
部長級77,400円

同じ

５　特別職の報酬等の状況（30年4月1日現在）

区分 給料月額等

給
料

市区長村長
副市長村長

（参考）類似団体における最高/最低額

寒冷地手当
11月～翌年3月
月額7,360～17,800円

同じ

円 / 578,000 円

千円 円

千円 円

休日勤務手当
勤務時間数×勤務1時間
当たりの給与額×135/100

同じ

市区長村長
副市長村長

平成29年度支給割合　　3.20月

平成29年度支給割合　　3.20月

円

円

円

475,000

520,000

445,000

1,037,000 円 / 440,000 円

議長
副議長
議員



481

[1,123]

～

土木
18

381

101

16
50 52

76

△ 2
2

教育部門 0

議会

小計

商工

32

482

962

公
営
企
業
等

会
計
部
門

計

一
般
行
政
部
門

33

46

34

業務改善に伴う減

0

６　職員数の状況

職員数
主な増減理由

0

1

35
0
1 業務増量に伴う職員補充

△ 1総務
税務
民生
衛生
労働

114 113

2 2

76

平成29年 平成30年
対前年
増減数

普
通
会
計
部
門

（参考）
人口１万人あたり職員数58.89人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数73.69人）

業務改善に伴う減
業務増量に伴う職員補充

380

17 17 0

0

405

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 各年４月１日現在

～

広域行政組合派遣 0 0 0

52

以上
～

24 60

農林水産

8 8

病院

その他

水道

下水道

485 480 △ 5

40 40 0

400

（参考）
人口１万人あたり職員数46.55人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数56.10人）

1

△ 5 業務改善に伴う減

1

～
36 40 4428 32

人

48

101

23 23 0

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（30年4月1日現在）

20

△ 4

[0]
合計

966

[1,123]

27 31 35 39 43 47

1 100

人

職員数

23

13983 96

人人

90 10639 75

人 人

計

人人 人

963

人

20歳
未満

人

～

人 人

～～
51 55 59
～

118 109

～
56

～

46

小計

7

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

30年の職員数

5年前の職員数



イ　 特記事項

6,14822

団体平均

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

歳

過去５年間
の増減数28年 29年 30年25年 26年

△ 18

391383

(3) 職員数の推移

106

383
△ 3

384

104

年度

482

504 504 501 487 485

0 0 0

1,008 996

△ 24

普通会計計

消防

千円 千円 千円 ％

1,592,257

480

0

公営企業等会計計

0

379,932 147,226 9.2 8.6

ア　決算

29

△ 45

総費用
（A)

純損益又は
実質収支

職員給与費
（B)

総費用に占める
職員給与費比率

B/A

（参考）
２８年度の総費用に占
める職員給与費比率

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

７　公営企業職員の状況

 (１)水道事業

① 職員給与費の状況

977 967

490

総合計 1,007

0

△ 21

区分
職員数

（A) 給料 職員手当

給与費

380

102

0

482

378

120 113 112

千円

95,992

千円 千円 千円

341,066 円

円534,210

計（B)

千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
　　　２　職員数は、30年3月31日現在の人数である。

48.7

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（30年4月1日現在）

（参考）
団体平均

一人当たり給与費

人29

年度

千円

一般行政

教育

2.55 月

％

13,264 37,970

一人当たり
給与費

B/A

147,226 6,692

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

44.2 歳

円379,708

期末勤勉

米沢市水道事業職員 米沢市

一人当たり平均支給額（29年度）

米沢市

区分

ア　期末手当・勤勉手当

 ③ 職員の手当の状況

千円1,579

一人当たり平均支給額（29年度：市平均）

1,406 千円

勤勉手当

1.75 月

期末手当 勤勉手当

2.55 月 1.75 月

（29年度支給割合：米沢市一般行政職）

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算　5～15％

（29年度支給割合）

期末手当

511,425 円

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算　5～15％

962

495504503

27年



支給実績（29年度決算）

支給職員一人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（29年度決算）」と同じ年度の４
月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員
を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

千円

0 千円

オ 時間外勤務手当

危険作業手当

－ － － －

エ 特殊勤務手当（30年4月1日現在）

支給実績（29年度決算）

支給職員一人当たり平均支給年額（29年度決算）

千円2

支給実績（28年度決算）

勤続２０年 月

（支給率）

19.6695 月24.586875

勤続２５年 28.0395 月 33.27075 月

（支給率） 自己都合

月

勤続３５年

月 33.27075

千円

円

0

0

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

月

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置

イ　退職手当（30年4月1日現在）

米沢市水道事業職員 米沢市

39.7575 月 47.709 月

ウ　地域手当（30年4月1日現在）

支給実績（29年度決算）

支給職員一人当たり平均支給年額
（平成29年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度
（支給率）

（2～20％）

応募認定・定年

月 最高限度額

勤続２０年 19.6695 月 24.586875 月

47.709 月 47.709

日額150円

0

種

災害応急作業手
当

支給対象業務に従事した職
員

災害が発生し、水道施設の
応急作業等に従事したとき

日額350
～600円

給水停止手当

高所作業手当
支給対象業務に従事した職
員

自己都合 応募認定・定年

支給対象業務に従事した職
員

用地の取得等に関し交渉の
業務に従事したとき

日額400円

浄水作業手当
支給対象業務に従事した職
員

浄水施設において汚泥処理
作業に従事したとき

日額200円

支給実績
（28年度決算）

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置

手当の種類（手当数）

（2～20％）

左記職員に対する
支給単価

633 円

13 ％

支給対象業務に従事した職
員

酸欠の危険場所において施
設管理作業に従事したとき

日額400円

2,685 千円

135 千円

0 千円

2 千円

支給対象業務に従事した職
員

給水停止のための外勤業務
に従事したとき

勤続２５年 28.0395

支給対象業務に従事した職
員

危険薬品を直接取り扱う作
業に従事したとき

日額300円

0 千円

支給職員一人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

千円2,404

100

月 47.709

支給対象業務に従事した職
員

水道料金等徴収
手当

日額200円用地交渉手当

地上又は水面上10M以上の箇
所で施設管理業務に従事した
とき

日額200円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

千円0

0 千円

0 千円

9

勤続３５年 39.7575 月 47.709 月

最高限度額 47.709

薬品取扱作業手
当

水道料金等の徴収のため、
外勤業務に従事したとき



398

千円 ％ ％

7,527,359 △ 29,816 4,343,449

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
　　　２　職員数は、30年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

人 千円 千円 千円 千円 千円29

年度

1,772千円 77,062円

管理職員
特別勤務手当

1回につき3,000～12,750
円

同じ

千円

1,611,633 757,368 632,270 3,001,271 7,541 6,890

区分
職員数

（A)

給与費 一人当たり
給与費

B/A

（参考）
団体平均

一人当たり給与費給料 職員手当 期末勤勉 計（B)

 (２)病院事業

① 職員給与費の状況

区分
総費用

（A)
純損益又は
実質収支

職員給与費
（Ｂ）

総費用に占める
職員給与費比率

B/A

（参考）
２８年度の総費用に占
める職員給与費比率

千円 千円

3,423千円 190,139円

57.7 57.8

休日勤務手当
勤務時間数×勤務1時間
当たりの給与額×135/100

同じ 22千円 21,792円

通勤手当
住居から勤務公署まで2
ｋｍ以上の職員に支給

同じ

管理職手当
課長級47,748円
部長級71,208円

同じ 2,087千円 695,808円

ア　決算

29

年度

寒冷地手当
11月～翌年3月まで
月額7,360～17,800円

同じ

4千円 4,300円

住居手当 借家上限27,000円 同じ

882千円 49,012円

カ その他の手当（30年4月1日現在）

手当名 内容及び支給単価 一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と

異なる内容

支給実績
（29年度決算）

支給職員一人当たり
平均支給年額
（29年度決算）

630千円 315,000円

扶養手当

配偶者10,000円、それ以外
はそれぞれ8,000円。扶養
親族である子のうち満15歳
に達する日後の最初の4月
1日から満22歳に達する日
以後の最初の3月31日まで
は1人につき5,000円加算

同じ



支給職員一人当たり平均支給年額
（平成28年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度
（支給率）

医師 0%人16% 34

84,559 円

一人当たり平均支給額（29年度） 一人当たり平均支給額（29年度：米沢市）

1,472 千円 1,406 千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合：米沢市一般行政職）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.55

月

勤続２５年 28.0395

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置

47.709

定年前早期退職特例措置

（2～20％） （2～20％）

34,585 千円

ウ　地域手当（30年4月1日現在）

支給実績（29年度決算）

その他の加算措置

円

円

513,333 円

医師等 41.7 歳 406,047 円 910,590

団体平均

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

米沢市病院事業職員 比較

40.5 歳 325,529 円 570,270 円

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（30年4月1日現在）

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

事務職員 43.4 歳 342,978 円 495,130 円

看護師 41.8 歳 334,448

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算　5～15％

勤続２０年 19.6695 月 24.586875

イ　退職手当（30年4月1日現在）

米沢市病院事業職員 米沢市

（支給率）

月 1.75 月 2.55 月 1.75 月

最高限度額 47.709 月 47.709 月 最高限度額 47.709 月 47.709 月

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算　5～15％

月 33.27075 月 勤続２５年 28.0395 月 33.27075 月

勤続３５年 39.7575 月

自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 19.6695 月 24.586875 月

47.709 月 勤続３５年 39.7575 月 月



支給実績（28年度決算）

支給職員一人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（29年度決算）」と同じ年度の４
月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員
を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

千円

オ 時間外勤務手当

支給実績（29年度決算）

支給職員一人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

職務手当
医師、薬剤師、看護師
等

医師、薬剤師、看護師等の
業務

87,011千円
月額2,000～
40,000円

特殊自動車運転
業務手当

支給対象業務に従事
した職員

緊急自動車を運転したとき 0千円 日額200円

320,314 千円

823 千円

754 千円

297,259

緊急入院 医師
正規の勤務時間外において
入院する患者を受け持った
場合

2,696千円 １件2,000円

病理解剖
支給対象業務に従事
した職員

病理解剖の業務に従事した
場合

0千円 1件10,000円

危険手当
支給対象業務に従事
した職員

人工透析や死体処理その他
の危険な業務に従事したと
き

711千円
日額150円
～1,000円

分娩介助 医師
正規の勤務時間外において
分娩介助等の業務に従事し
た場合

5,450千円
１件10,000円
～20,000円

支給対象業務に従事
した職員

医療相談のための外勤業務
に従事したとき

5千円 日額300円

放射線取扱手当
支給対象業務に従事
した職員

放射線の照射等の作業に従
事したとき

1,401千円 日額230円

夜間看護手当 看護師
深夜において行われる看護
等の業務に従事したとき

59,994千円
１勤務2,000～
6,800円

救急業務 医師
正規の勤務時間外において
救急医療等の業務に従事し
た場合

1157千円
1件600円
or1,200円

医療相談外勤業
務手当

左記職員に対する
支給単価

防疫作業手当
支給対象業務に従事
した職員

感染症の患者の看護等の業
務に従事したとき

0.4千円 日額200円

エ 特殊勤務手当（30年4月1日現在）

支給実績（29年度決算）

支給職員一人当たり平均支給年額（29年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

手当の種類（手当数）

158,425 千円

407,262 円

80.5 ％

11 種

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（29年度決算）



34,768千円 89,377円

扶養手当

配偶者10,000円、子8,000
円、それ以外はそれぞれ
6,500円。扶養親族である
子のうち満15歳に達する日
後の最初の4月1日から満
22歳に達する日以後の最
初の3月31日までは1人に
つき5,000円加算

同じ

同じ

異なる
医療職
の金額

12,297千円 31,613円

16,733千円 43,014円

カ その他の手当（30年4月1日現在）

手当名

31,128千円 80,020円

住居手当 借家上限27,000円

夜間勤務手当
正規の勤務時間が午後
１０時から翌日午前5時
までの間に勤務した場合

同じ

寒冷地手当
１１月～翌３月

月額7,360～17,800円
同じ 21,905円 56,310円

通勤手当
住居から勤務公署まで2
ｋｍ以上の職員に支給

同じ 18,096千円 46,518円

宿日直手当
１回につき2,100
～30,000円

異なる
医療職
の金額

30,139千円 77,478円

管理職員
特別勤務手当

１回につき3,000
～12,750円

同じ 56千円 145円

初任給調整手
当

医師に対して
47,500～306,000円

同じ 78,263千円 201,191円

管理職手当

事務局長　76,239円
課長　51,900円
院長　102,400円
副院長　87,800円
診療部長　73,200円
薬剤部長　54,800円
看護部長　65,000円
看護次長　49,400円

内容及び支給単価 一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と

異なる内容

支給実績
（29年度決算）

支給職員一人当たり
平均支給年額
（29年度決算）


